








岩手 県 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 PCR 等 検査 促進 事業 に 係る 実施 要領 









































新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 PCR 等 検査 促進 事業 費 補 助 金 に より 無料 検査 を 実施 する 場 
合 に 必要 と な る 事項 に つい て 定め た も の で ある 。 な お 、 事業 の 実施 フロ ー に つい て は 別 添 の 
概要 の と お り 。 
































(無料 検査 の 対象 と な る 事業 ) 

第 1 条 事業 者 (共同 で 事業 を 実施 する 場合 の 共同 事業 者 を 含む 。) は 、 検査 受検 者 が 自己 の 
検体 を 採取 する 場合 に お いて 、 次 の 各 号 に 掲げ る 事業 者 の 種類 に 応じ て 、 事業 所 に お いて 
それ ぞ れ 次 の 各 号 に 揚げ る いずれ か の 事業 を 実施 する 場合 に 、 無料 検査 (会 社 等 が 事業 又 
は 福利 厚生 等 の 一 環 と し て 従業 員 に 対し て 実施 する 検査 を 除く 。) を 行う こと が で きる 。 
ーー 医療 機関 、 薬局 、 衛 生 検査 所 等 又は 「 ワ クチ ン ・ 検 査 パ ッ ケ ー ジ 制度 要綱 」( 令 和 3 年 

11 月 19 日 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 対策 本 部 。 以 下 「 ワ クチ ン ・ 検 査 パ ッ ケ ー ジ 制度 
要綱 」 と いう 。) に 定め る ワク チン ・ 検 査 パ ッ ケ ー ジ 制度 若しくは 対象 者 全員 検査 等 に 
より 行動 制限 の 緩和 の 適用 を 受け る 事業 者 等 の 登録 を 受け た 事業 者 (以下 「 ワ クチ ン 検 

査 パ ッ ケ ー ジ 制度 ・ 対 象 者 全員 検査 等 意 録 事業 者 」 と いう 。 以下 同じ 。) 別紙 1 に 定め 

られ た 事項 に 沿っ て 行わ れる 、 PCR 検査 等 (LAMP 法 等 の 核酸 増幅 法 、 抗原 定量 検査 を 含 

む 。 以下 同じ 。) に 用 いる 検体 ( 嘩 液 に 限る 。) を 本 人 が 採取 する 際 の 立会 い 等 並び に 検 

査 機関 (医療 機関 又は 衛生 検査 所 等 (厚生 労働 省 に お いて 「 自 費 検 査 を 提供 する 検査 機 
関 一 覧 」 と し て 別に 公表 され て いる 検査 機関 が 推奨 され る 。) に 限る 。 以下 同じ 。) に 対 
する 検体 の 送付 及び 検査 受検 者 へ の 結果 通知 書 等 の 発行 の 求め 等 (以下 「 第 一 与 事業 」 
と いう 。) 

二 医療 機関 又は 衛生 検査 所 等 関係 法令 に 基づき 実施 され る 、 前 号 に 掲げ る 事業 者 か ら 
送付 され る PCR 検査 等 の た め の 検 体 の 検査 及び 検査 受検 者 へ の 結果 通知 書 等 の 発行 等 
(以下 「 第 二 号 事業 」 と いう 。) 

三 医療 機関 、 薬 局 、 衛 生 検査 所 等 又は ワク チン 検査 パッ ケー ジ 制 度 ・ 対 象 者 全員 検査 
登録 事業 者 抗原 定性 検査 に 用 いる 検体 (鼻腔 ぬぐい 液 に 限る 。) を 本 人 が 採取 する 際 の 
立会 い 等 、 検体 の 検査 結果 の 読み 取り 及び 検査 受検 者 へ の 結果 通知 書 等 の 発行 等 (以下 

「 第 三 号 事業 」 と いう 。) 

2 医療 機関 は 、 検査 受検 者 の 検体 を 採取 する 場合 に お いて 、 事業 所 に お いて 次 の 各 号 に 掲 

げ る いずれ か の 事業 を 実施 する 場合 に 、 無 料 検査 (会社 等 が 事業 又は 福利 厚生 等 の 一 環 
と し て 従業 員 に 対 し て 実施 する 検査 を 除く 。) を 行う こと が で きる 。 

ーー PCR 検査 等 の た め の 検 体 ( 鼻 咽 頭 ぬ ぐい 液 及 び 嘩 液 に 限る 。) の 採取 等 、 検 体 の 検査 
及び 検査 受検 者 へ の 結果 通知 書 等 の 発行 等 

二 抗原 定性 検査 の た め の 検 体 ( 鼻 咽 頭 ぬ ぐい 液 及 び 上 鼻腔 ぬぐい 液 に 限る 。) の 採取 等 、 
検体 の 検査 及び 検査 受検 者 へ の 結果 通知 書 等 の 発行 等 
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5 前 2 項 の 場合 に お いて 、 
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よる 登録 を 受け な けれ 
に 掲げ る と お り と する 。 
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だ 所 内 の 実施 場所 を 示す 図 直 
ば な ら な い 。 この 


事業 者 が 実施 する 引 
検査 キッ ト 等 の 調達 方 法 
係る 事業 の 実施 体制 に 係る 次 に 掲げ る 事項 
人 番号 及び 代表 者 の 氏名 
医療 機関 、 衛 生 検査 所 等 


の 法人 名 、 法 
に E 内 容 ( 


ドラ イブ スル 一 方 式 に よ 


ト 分 留意 する こ 
事業 者 は 、 次 条 に お いて 実施 計画 








和信 録 事業 者 が 行う 第 
に 限る も の と する 。 
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順 の 規定 に 
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場 等 に お いて 立会 い に 
に 応じ て 誘導 員 を 配置 し 、 検 体 採 
車 の エン ジン を 停止 させ 、 窓 を 開け る よう 案 
検査 受検 者 の プラ イバシー に - 
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り 同 項 第 


次 に 掲げ る 


訪 事業 又は 第 三 


pl 
































内 する こと 


号 又 は 第 三 号 に 
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だ め る 検体 





十分 な スペ ー ス を 確保 する こと 
肥 の 実施 場所 まで 安全 ( 
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に 事業 所 内 の 実施 場所 を 示す 
規定 は 適用 し な い 。 


だ め る 無料 検査 を 実施 する 
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『 業 又は 第 1 条 第 2 項 第 一 号 若 
を 所 名 及び その 所 在 地 
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ヽ 薬局 又は ワク チン 検査 パッ ケー ジ 且 
事業 者 の いずれ か に 該当 する 場合 は 、 そ の 旨 
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イ PCR 検査 等 又は 抗 ) 
「 ワ クチ ン 検 査 パ ッ ケ ー ジ ・ 対 象 者 全員 

いう 。) 又は 「 感 染 拡大 傾向 時 の 一 般 検査 
前 項 の 提出 に 当たっ て は 
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業 」 と 
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合 ( 
合 に !【 
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業 」 (以下 「 一 般 検 査 事業 」 とい 





従っ た 事業 を 実施 する こ 
居 等 する 必要 が ある こと に つい て 同意 し な 


る に 当たっ て は 、 実 
事 に 対し て 提 昌 
MS 


を 添付 す る ご 
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う 。) 
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3 県 知事 は 、 次 に 掲げ る 全て の 事項 を 満た し て いる と 認め られ る 場合 に 、 第 1 項 で 実施 

計画 書 を 提出 し た 事業 者 を 実施 事業 者 と し て 登録 する も の と する 。 
実施 計画 書 の 記載 に 不備 が な いこ と 。 

ー 検査 キッ ト 等 の 調達 方 法 ・ 検 査 の 単価 ・ 検 査 の 実施 回 数 等 が 適当 で ある と 認め られ る 
SS 

三 検査 に 係る 事業 を 適切 に 実施 する た め の 体制 及び 方 法 が 定め られ て いる こと 。 

四 当該 事業 者 が 次 条 に 定め る 検体 採取 の 実施 場所 を 確保 し て いる こと 。 

五 検体 採取 の 立会 い 等 又は 検査 の 実施 が 適切 に 実施 で きる と 認め られ る こと 。 

六 その 他 県 が 必要 と 認め る 事項 を 満た し て いる こと 。 
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第 4 条 実施 


























クト 


て 
な 


いて 当該 検査 


が 
は 、 
る 








タテ ーー ロロ 


第 一 ち 
旨 を 明示 












































祭 


己 採 取 等 ( 





当該 実施 場所 に お いて 同時 ! 
の 広 さ を 確保 する こと 及び 受検 者 の プラ イバシー( 
十分 な 照 明 が 確保 され て いる と と も に 


E め る 様式 の 申込 書 を 提 
に 掲げ る 事項 に つい て 検査 


三 号 事業 を 実施 す 
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る 。 こ の 場合 に お いて 、 
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四 号 に 掲げ る 事項 
3 回 程度 と な る 回 数 を 上 回 
込 者 に 検査 を 受検 さす せる こと が で き 
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に 配慮 し て いる こと 。 


曽 切 に 行わ れ て いる こと 。 

















業 と し て 祖 


事業 者 は 、 検査 受検 を 希望 する 者 (発熱 等 の 症状 が な い 者 に 限る 。) が 別紙 2 の 


出し た 場合 に 、 次 に 掲げ る 事項 (第 三 与 に 掲げ る 事項 に つい 
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昌利 厚生 等 の 一 環 と し て 従業 員 ( 
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込 者 か ら の 予約 は 不要 と する 。 
証明 書 等 の 提示 及び 申込 に よっ て 行わ れる こと と な る 検査 が 定着 促進 事業 と し 
受検 の 目的 を 証する 書 
は 別紙 2- 1 を 様式 例 と する 申立 書 の 提出 に 代え る こと が で き 
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象 に も な ら な い 旨 (会 社 等 が 事業 又は 
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事業 又は 第 三 号 事業 を 実施 する 実施 事業 者 は 、 


ほ 業 を 実施 する 場合 は 、 第 四 号 を 除く 。) に つい て 検査 申込 者 
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ば な ら な いこ と 。 


用 し 、 





場合 も 、 感 染 し て 
込 者 は 引き 続き 感染 予防 策 (3 密 




















圭 た 
< 7 て ヽ 


























いる 可能 
回 避 、 





マス 
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相談 セン ター に 


その 場合 、 移動 に つい て は 、 周 
公共 交通 機関 を 避け る よう に する こと 。 
性 を 否定 し て いる も の で は な 





















































ク 着 用 、 手指 消毒 、 換 気 ) 
リコ ロナ ウイ ルス 感 梁 症 の 愚 











者 で ある か に つい て の 診断 に 用 いる こと は で き な い こと 。 

四 当該 実施 事業 者 が 連携 する 検査 機関 

(結果 通知 書 等 の 発行 等 ) 
第 5 条 実施 事業 者 が 、 第 一 呈 事 業 を 実施 する 場合 に は 、 検査 機関 に 対し て 、「 ワ クチ ン ・ 検 
A RG 





検査 受検 者 に 
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こ 対し て 発行 する よう 求め る と と も に 
事業 者 に 通知 する よう 、 求 め お な けれ ば な ら な い 。 
事業 を 実施 する 場合 に は 、 
の 5 (2) ii) ② に 定め られ た 事項 が 記 
し な けれ ば な ら な い 。 
実施 要綱 」( 令 和 3 年 11 月 19 
重 知 書 の 発行 

































































































































































(事業 の 実施 に 係る 準用 ) 
第 6 条 その 他 事 業 の 実 
か 、 第 三 呈 事 
の 実施 要綱 」 の 規定 を 準用 する 。 
(準用 ) 
第 7 条 第 3 条 、 第 4 





施 に つい て は 「 ワ クチ ン ・ 検 














「 ワ クチ ン ・ 検 
工 さ れ た 結果 通知 書 
し 、! ア クチ ン * 検査 パッ ケー ジ 誰 


明生 29 グー 人 
事業 の 実施 に つい て は 「 ワ クチ ン ・ 検 査 パ ッ ケ ー ジ 此 





























| 度 に 





人 査 パ ッ ケ ー ジ 授 
等 を 検査 受検 者 
お ける 抗原 
日 内閣 官房 新型 コロ ナウ イル ス 等 感染 症 対策 推進 室 ) に 定 
こ 該当 する 場合 は その 限り で な い 。 

式 例 は 別紙 3 の と お り と する 。 

















発行 後 速 や か に 検査 結果 を 当該 実施 














| 度 要 綱 」 
に 対し て 発行 
定性 検査 の 























| 度 要 綱 」 を 準用 する ほ 
| 度 に 





お ける 抗原 定性 検査 




















条 第 2 項 並 びに 第 5 条 第 2 項 及 び 第 3 項 の 規定 は 、 第 1 条 第 2 項 各 号 







































































坦 げ る 事業 を 実施 する 実施 事業 
坦 げ る 事項 」 と ある の は 
条 第 2 項 中 「( 第 三 号 ョ 


ニニ 


2 項 中 「 第 三 号 





ラ に 














、「 関 係 法令 
業 」 と ある の 
ほ 業 」 と ある の は 


、! 第 1 








に つい て 準用 する 。 こ の 場合 に お いて 、 第 3 条 中 「 次 





びに 第 
は 、「( 第 1 

















四 号 及び 第 五 号 に 掲げ る 事項 」 と 、 第 4 
条 第 2 項 各 号 に 掲げ る 事業 」 と 、 第 5 条 
条 第 2 項 第 一 号 に 掲げ る 事業 を 実施 する 場合 























に は 、!「 ワ クチ ン ・ 検 査 バ パッケージ 制度 要綱 」 の 5 (2) i) ① に 定め られ た 事項 が 記載 
され た 結果 通知 書 等 を 、 同 項 第 二 号 に 掲げ る 事業 」 と 読み 替え る も の と する 。 







































































( 週 次 の 受検 者 ・ 陽 性 者 の 報告 ) 

第 8 条 実施 事業 者 は 、 別 紙 4 に より 週 ご と に 、 前 回 の 報告 の 後 、 当 該 実 施 事業 者 が 事業 を 
実施 し た 者 の 総数 及び その うち 陽性 結果 が 判明 し た 者 の 総数 を 記録 し 、 そ の 記録 の 内 容 
を 県 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 

2 実施 事業 者 は 、 検 査 結果 で 陽性 結果 が 判明 し た も の が 出 た 場合 は 別紙 2 の 検査 結果 の 
写し を 県 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 
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(実績 報告 書 の 提出 等 ) 
第 9 条 事業 経過 に 応じ 、 実 施 事業 者 は 実績 報告 書 を 作成 し 県 知事 に 対し て 提出 する も の と 
する 。 こ の 場合 に お いて 、 実 績 報告 書 に 記載 すべ き 事 項 は 次 に 掲げ る と お り と する 。 
定着 促進 事業 と し て 県 か ら 補助 等 の 対象 に な る 検査 件 数 及び 一 般 検査 事業 と し て 県 
か ら 補 助 等 の 対象 と な る 検査 件 数 






































































































































二 結果 デー タ 
三 必要 経費 等 

2 実施 事業 者 が 前 項 に 基づき 実績 報告 書 を 県 に 提出 する 場合 に は 、 当 該 実 績 報告 書 に 係る 
証 粘 書 類 を 5 年 の 間 、 保 存 し な けれ ば な ら な い 。 



























































令 和 3 年 12 月 9 日 策定 
令 和 4 年 1 月 21 日 一 部 改正 











